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③ 株主資本等変動計算書 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

株主資本 評価・換算差額等 

資本 

剰余金 

利益 

剰余金

その他利

益剰余金

 

資本金 
資本 

準備金 繰越利益

剰余金

株主資本

合計 

その他有価

証券評価差

額金 

繰延ヘッ

ジ損益

評価・換算 

差額等合計 

純資産

合計 

平成18年３月31日残高 

（百万円） 
25,000 15,000 781 40,781 △6,065 - △6,065 34,715

事業年度中の変動額 

 当期純利益 - - 1,023 1,023 - - - 1,023

 

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額（純額） 

- - - - 1,602 △464 1,138 1,138

事業年度中の変動額合

計（百万円） 
- - 1,023 1,023 1,602 △464 1,138 2,162

平成19年３月31日残高 

（百万円） 
25,000 15,000 1,804 41,804 △4,462 △464 △4,926 36,878

 

当事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

株主資本 評価・換算差額等 

資本 

剰余金 

利益剰余

金 

その他利

益剰余金

 

資本金 
資本 

準備金 繰越利益

剰余金

株主資本

合計 

その他有

価証券評

価差額金

繰延ヘッ

ジ損益

評価・換算 

差額等合計 

純資産

合計 

平成19年３月31日残高 

（百万円） 
25,000 15,000 1,804 41,804 △4,462 △464 △4,926 36,878

事業年度中の変動額 

当期純利益 - - 4,492 4,492 - - - 4,492

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額（純額） 

- - - - △4,592 △1,064 △5,657 △5,657

事業年度中の変動額合

計（百万円） - - 4,492 4,492 △4,592 △1,064 △5,657 △1,165

平成20年３月31日残高 

（百万円） 25,000 15,000 6,296 46,296 △9,055 △1,529 △10,584 35,712
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④ キャッシュ・フロー計算書 

  
前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日）

注記
区分 

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益  1,354 2,746 

減価償却費  1,049 637 

貸倒引当金の増加額  0 90 

賞与引当金の増加（△減少）額  △43 181 

退職給付引当金の増加額  23 41 

役員退職慰労引当金の増加額  8 9 

資金運用収益  △12,763 △17,152 

資金調達費用  8,174 12,046 

有価証券関係損益（△）  △491 △370 

為替差損益（△）  △4,232 8,894 

貸出金の純増（△）減  △45,245 △62,352 

預金の純増減（△）  152,587 391,481 

コールローン等の純増（△）減  △82,885 △249,509 

コールマネー等の純増減（△）  △100,700 - 

外国為替（資産）の純増（△）減  1,591 2,472 

外国為替（負債）の純増減（△）  △5 0 

資金運用による収入  14,204 17,391 

資金調達による支出  △7,098 △9,932 

その他  △4,282 5,325 

小  計  △78,752 102,003 

法人税等の支払額  △3 △3 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △78,756 101,999 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の取得による支出  △275,484 △503,522 

有価証券の売却による収入  115,130 118,649 

有価証券の償還による収入  231,792 282,902 
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前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日）

注記
区分 

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 

有形固定資産の取得による支出  △277 △195 

有形固定資産の売却による収入  - 26 

無形固定資産の取得による支出  △614 △490 

 無形固定資産の売却による収入  - 0 

投資活動によるキャッシュ・フロー  70,547 △102,630 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

財務活動によるキャッシュ・フロー  - - 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  - - 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加（△減少）
額 

 △8,209 △630 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  16,186 7,977 

7,977 7,346 
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び 

評価方法 

有価証券の評価は、売買目的有価証

券については決算日の市場価格等に基

づく時価法（売却原価は移動平均法に

より算定）、満期保有目的の債券につ

いては移動平均法による償却原価法

（定額法）、その他有価証券のうち時

価のあるものについては決算日の市場

価格等に基づく時価法（売却原価は移

動平均法により算定）により行ってお

ります。 

なお、その他有価証券の評価差額に

ついては、全部純資産直入法により処

理しております。 

有価証券の評価は、売買目的有価証

券については決算日の市場価格等に基

づく時価法（売却原価は移動平均法に

より算定）、満期保有目的の債券につ

いては移動平均法による償却原価法

（定額法）、子会社株式については移

動平均法による原価法、その他有価証

券のうち時価のあるものについては決

算日の市場価格等に基づく時価法（売

却原価は移動平均法により算定）によ

り行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額に

ついては、全部純資産直入法により処

理しております。 

２．デリバティブ取引の評価

基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法

により行っております。 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

有形固定資産は、定率法（当社の建

物は、建物附属設備のみでありま

す。）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物  ６年～18年 

動産  ２年～20年 

(1）有形固定資産 

有形固定資産は、定率法（当社の建

物は、建物附属設備のみでありま

す。）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物 ６年～18年 

動産 ２年～20年 

（会計方針の変更） 

平成 19 年度税制改正に伴い、平成 19

年４月１日以後に取得した有形固定資

産については、改正後の法人税法に基

づく償却方法により減価償却費を計上

しております。この変更による経常利

益及び税引前当期純利益への影響は軽

微であります。 

（追加情報） 

 当事業年度より、平成 19 年３月 31

日以前に取得した有形固定資産につい

ては、償却可能限度額に達した事業年

度の翌事業年度以後、残存簿価を５年

間で均等償却しております。なお、こ

れによる貸借対照表等に与える影響は

軽微であります。 

 (2）無形固定資産 

無形固定資産は、定額法により償却

しております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて償却し

ております。 

 

(2）無形固定資産 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

４．外貨建て資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 
 

外貨建資産・負債は、決算日の為替

相場による円換算額を付しておりま

す。 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる

損失に備えるため、予め定めている償

却・引当基準に則り、次のとおり計上

しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定

に係る内部統制の検証並びに貸倒償却

及び貸倒引当金の監査に関する実務指

針」（日本公認会計士協会銀行等監査

特別委員会報告第４号）に規定する正

常先債権及び要注意先債権に相当する

債権については、一定の種類毎に分類

し、過去の一定期間における各々の貸

倒実績から算出した貸倒実績率等に基

づき引き当てております。破綻懸念先

債権に相当する債権については、債権

額から担保の処分可能見込額及び保証

による回収可能見込額を控除し、その

残額のうち必要と認める額を引き当て

ております。実質破綻先債権に相当す

る債権については、債権額から担保の

処分可能見込額及び保証による回収可

能見込額を控除した残額を引き当てて

おります。 

すべての債権は、資産の自己査定基

準に基づき、関連部署の協力の下に資

産査定部署が資産査定を実施してお

り、その査定結果により上記の引当を

行っております。 

貸倒引当金は、債権の貸倒れによる

損失に備えるため、予め定めている償

却・引当基準に則り、次のとおり計上

しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定

に係る内部統制の検証並びに貸倒償却

及び貸倒引当金の監査に関する実務指

針」（日本公認会計士協会銀行等監査

特別委員会報告第４号）に規定する正

常先債権及び要注意先債権に相当する

債権については、一定の種類毎に分類

し、過去の一定期間における各々の貸

倒実績から算出した貸倒実績率等に基

づき引き当てております。破綻懸念先

債権に相当する債権については、債権

額から担保の処分可能見込額及び保証

による回収可能見込額を控除し、その

残額のうち必要と認める額を引き当て

ております。破綻先債権及び実質破綻

先債権に相当する債権については、債

権額から担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除した残

額を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基

準に基づき、関連部署の協力の下に資

産査定部署が資産査定を実施してお

り、その査定結果により上記の引当を

行っております。 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 賞与引当金は、従業員への賞与の支

払いに備えるため、従業員に対する賞

与の支給見込額のうち、当事業年度に

帰属する額を計上しております。 

同左 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

 退職給付引当金は、従業員の退職給

付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき、必

要額を計上しております。 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職に対して内規に基づく当

事業年度末要支給額を役員退職慰労引

当金として計上しております。 

        同左 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 金融資産から生じる金利リスクの

ヘッジ取引に対するヘッジ会計の方法

として、繰延ヘッジ又は時価ヘッジを

適用しております。固定金利の貸出金

の相場変動を相殺するヘッジにおいて

は、「銀行業における金融商品会計基

準適用に関する会計上及び監査上の取

扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第 24 号）に基づき一定の

残存期間毎にグルーピングしてヘッジ

対象を識別し、金利スワップ取引を

ヘッジ手段として指定しております。

また、その他有価証券に区分している

固定金利の債券の相場変動を相殺する

ヘッジにおいては、個別にヘッジ対象

を識別し、金利スワップ取引等をヘッ

ジ手段として指定しております。ヘッ

ジ対象とヘッジ手段に関する重要な条

件がほぼ同一となるようなヘッジ指定

を行っているため、高い有効性がある

とみなしており、これをもって有効性

の判定に代えております。 

同左 

８．消費税等の会計処理 

 

消費税及び地方消費税（以下、消費

税等という。）の会計処理は、税抜方

式によっております。ただし、有形固

定資産等に係る控除対象外消費税等は

当事業年度の費用に計上しておりま

す。 

同左 

９. キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

貸借対照表上の「現金預け金」から

譲渡性預け金を除いたものでありま

す。 

同左 
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会計方針の変更  

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第 5号平成 17 年 12 月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成 17

年 12 月９日）を当事業年度から適用しております。 

当事業年度末における従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は 37,342 百万円であります。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則及び銀行法施行規則の改

正に伴い、改正後の財務諸表等規則及び銀行法施行規

則により作成しております。 

 

         

────── 
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表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

「銀行法施行規則」（昭和 57 年大蔵省令第 10

号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正

する内閣府令」（平成 18 年４月 28 日内閣府令第

60 号）により改正され、平成 18 年４月１日以後開

始する事業年度から適用されることとなったこと等

に伴い、当事業年度から以下のとおり表示方法を変

更しております。 

（貸借対照表関係） 

 

────── 

（１）「利益剰余金」に内訳表示していた「当期未

処利益」は、「その他利益剰余金」の「繰越利益

剰余金」として表示しております。 

 

（２）繰延ヘッジ損失（又は繰延ヘッジ利益）とし

て「その他資産」（又は「その他負債」）に含め

て計上していたヘッジ手段に係る損益または評価

差額は、税効果額を控除のうえ評価・換算差額等

の「繰延ヘッジ損益」として相殺表示しておりま

す。 

 

（３）「動産不動産」は、「有形固定資産」「無形

固定資産」又は「その他資産」に区分して表示し

ております。 

 

（４）「その他資産」に表示していたソフトウェア

は、「無形固定資産」に表示しております。 

 

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）  

 「動産不動産の取得による支出」は貸借対照表の

「動産不動産」が「有形固定資産」、「無形固定資

産」等に区分されたことに伴い、「有形固定資産の

取得による支出」および「無形固定資産の取得によ

る支出」として表示しております。 

 

前事業年度においてその他資産に含めて表示して

いた「未収金」について、資産の部合計の100分の

１を超えたため、当事業年度より独立掲記しており

ます。なお、前事業年度のその他資産に含まれる

「未収金」は859百万円であります。 

 

        ────── 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成19年３月31日） 

当事業年度 
（平成20年３月31日） 

────── ※ １.関係会社の株式総額 3,000百万円 

※ ２. 貸出金のうち、延滞債権は24百万円でありま

す。 

なお、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金で

あって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した

貸出金以外の貸出金であります。 

※ ２.貸出金のうち、破綻先債権額は15百万円、延

滞債権額は227百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の

遅延が相当期間継続していることその他の事由に

より元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがな

いものとして未収利息を計上しなかった貸出金

(貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息

不計上貸出金」という。)のうち、法人税法施行

令(昭和40年政令第97号)第96条第１項第３号のイ

からホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定す

る事由が生じている貸出金であります。 

また延滞債権とは、未収利息不計上貸出金で

あって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として利息の支払を猶予した

貸出金以外の貸出金であります。 

※ ３. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権は252百万

円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再

建又は支援を図ることを目的として、金利の減

免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄

その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出

金で、破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞

債権に該当しないものであります。 

※ ３. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権は 244百万

円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再

建又は支援を図ることを目的として、金利の減

免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄

その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出

金で、破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞

債権に該当しないものであります。 

※ ４. 延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額

は277百万円であります。なお、上記２. から

４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額

であります。 

※ ４. 破綻先債権額、延滞債権額及び貸出条件緩和

債権額の合計額は487百万円であります。なお、

上記２. から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金

控除前の金額であります。 

※ ５. 担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

※ ５. 担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

担保に供している資産 

有価証券        10,266百万円 

担保資産に対応する債務 

コールマネー      10,000百万円 

担保に供している資産 

有価証券        10,306百万円 

担保資産に対応する債務 

コールマネー      10,000百万円 

上記のほか、内国為替決済、デリバティブ等の

取引の担保として有価証券 34,820 百万円を差し

入れております。 

上記のほか、内国為替決済等の担保として有価

証券 35,796 百万円、デリバティブ等の取引の担

保として有価証券 3,089 百万円を差し入れており

ます。 

また、その他の資産のうち保証金は 365 百万円

であります。 
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前事業年度 
（平成19年３月31日） 

当事業年度 
（平成20年３月31日） 

※ ６. 当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し

出を受けた場合に、契約上規定された条件につい

て違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付

けることを約する契約であります。これらの契約

に係る融資未実行残高は、9,483 百万円でありま

す。このうち原契約期間が 1年以内のものが

9,483 百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されず

に終了するものであるため、融資未実行残高その

ものが必ずしも当社の将来のキャッシュ・フロー

に影響を与えるものではありません。これらの契

約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及び

その他相当の事由があるときは、当社が実行申し

込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額を

することができる旨の条項が付けられておりま

す。 

※ ６. 当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し

出を受けた場合に、契約上規定された条件につい

て違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付

けることを約する契約であります。これらの契約

に係る融資未実行残高は、10,669百万円でありま

す。このうち原契約期間が1年以内のものが   

10,669百万円あります。  

   なお、これらの契約の多くは、融資実行されず

に終了するものであるため、融資未実行残高その

ものが必ずしも当社の将来のキャッシュ・フロー

に影響を与えるものではありません。これらの契

約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及び

その他相当の事由があるときは、当社が実行申し

込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額を

することができる旨の条項が付けられておりま

す。 

※ ７. 有形固定資産の減価償却累計額  

1,190百万円 

※ ７. 有形固定資産の減価償却累計額  

1,217百万円 

８．銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に

制限を受けております。 

剰余金の配当をする場合には、会社法第445条

第4項（資本金の額及び準備金の額）の規定にか

かわらず、当該剰余金の配当により減少する剰

余金の額に5分の1を乗じて得た額を資本準備金

又は利益準備金として計上することとしており

ます。 

なお、当該事業年度においては当該剰余金の

配当は行っておりません。 

  

 ８．       同左  

      



 

－  － 

 

(219) ／ 2008/06/25 13:31 (2008/06/25 13:31) ／ 942014_wk_08448058_0105410-05_財務（銀行）_os2ソニーフィナンシャルHD_有報.doc 

219

(損益計算書関係) 

 

I 前事業年度 

 

該当事項はありません。 

 

Ⅱ 当事業年度 

 

該当事項はありません。 

 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

 

Ⅰ 前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末 

株式数(千株) 

当事業年度 

増加株式数(千株)

当事業年度 

減少株式数(千株) 

当事業年度末 

株式数(千株) 

発行済株式     

普通株式  500 - - 500 

合計 500 - - 500 

自己株式     

 普通株式 - - - - 

合計 - - - - 

  

２.配当に関する事項 

    該当事項はありません。 

 

Ⅱ 当事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末 

株式数(千株) 

当事業年度 

増加株式数(千株)

当事業年度 

減少株式数(千株) 

当事業年度末 

株式数(千株) 

発行済株式     

普通株式  500 - - 500 

合計 500 - - 500 

自己株式     

 普通株式 - - - - 

合計 - - - - 

  

  ２.配当に関する事項 

    該当事項はありません。   
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（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

※1 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。 

※1 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。 

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）
 

現金預け金勘定 7,977百万円

現金及び現金同等物 7,977百万円
  

 
現金預け金勘定 7,346百万円

現金及び現金同等物 7,346百万円
  

  

 

 

（リース取引関係） 

 

I 前事業年度 

 

該当事項はありません。 

 

Ⅱ 当事業年度 

 

該当事項はありません。 
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（有価証券関係） 

 

I 前事業年度 

 

１. 売買目的有価証券（平成19年３月31日現在） 

 

 貸借対照表計上額（百万円）
当事業年度の損益に含まれた評価差額 

（百万円） 

売買目的有価証券 5,212 51 

 

２. 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在） 

 

 
貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円）

うち益 

（百万円） 

うち損 

（百万円）

社債 2,111 2,110 △0 7 8 

合計 2,111 2,110 △0 7 8 

（注）１．時価は、当事業年度末日における市場価格等に基づいております。 

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 

３. その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在） 

 

 
取得原価 

（百万円） 

貸借対照表計上額

（百万円） 

評価差額 

（百万円） 

うち益 

（百万円） 

うち損 

（百万円）

債券 229,943 224,619 △5,324 308 5,633 

国債 136,166 131,025 △5,141 239 5,380 

短期社債 20,981 20,984 3 3 - 

社債 72,795 72,609 △186 66 253 

その他 147,639 147,291 △348 200 549 

外国債券 142,593 142,260 △333 200 534 

その他の証券 5,045 5,031 △14 - 14 

合計 377,583 371,910 △5,673 509 6,182 

     （注）１．貸借対照表計上額は、当事業年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したもので

あります。 

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

 

４. 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

該当事項はありません。 

 

５. 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

 売却額（百万円）  売却益の合計額（百万円）  売却損の合計額（百万円）

その他有価証券 121,585 682 516 
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６. 時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額（平成19年３月31日現在） 

 

 金額（百万円） 

その他有価証券  

証券投資信託 2,000 

 

７.保有目的を変更した有価証券 

 

該当事項はありません。 

 

８.その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額 

（平成19年３月31日現在） 

 

 
１年以内 

（百万円） 

１年超５年以内 

（百万円） 

５年超10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

債券 54,883 74,065 11,239 86,541

国債 7,725 29,034 8,836 85,428

短期社債 20,984 - - -

社債 26,173 45,031 2,402 1,112

その他 44,479 93,334 4,445 -

外国債券 44,479 93,334 4,445 -

合計 99,362 167,400 15,685 86,541
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Ⅱ 当事業年度 

 

１. 売買目的有価証券（平成20年３月31日現在） 

 

 

該当事項はありません。 

 

２. 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成20年３月31日現在） 

 

 
貸借対照表計上額

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

うち益 

（百万円） 

うち損 

（百万円）

国債 16,005 16,367 361 361 - 

社債 2,002 2,037 34 34 - 

合計 18,008 18,404 396 396 - 

（注）１．時価は、当事業年度末日における市場価格等に基づいております。 

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

３. その他有価証券で時価のあるもの（平成20年３月31日現在） 

 

 
取得原価 

（百万円） 

貸借対照表計上額

（百万円） 

評価差額 

（百万円） 

うち益 

（百万円） 

うち損 

（百万円）

債券 311,330 305,257 △6,072 802 6,875 

国債 161,278 155,152 △6,126 360 6,486 

社債 150,051 150,105 53 441 388 

その他 163,495 160,512 △2,983 284 3,267 

外国債券 154,285 152,806 △1,479 284 1,763 

その他の証券 9,210 7,705 △1,504 - 1,504 

合計 474,825 465,769 △9,056 1,086 10,142 

（注）１．貸借対照表計上額は、当事業年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したもので

あります。 

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

 

４. 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 

該当事項はありません。 

 

５．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 

 

 
売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

その他有価証券 100,510 734 1,198 
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６．時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額（平成20年３月31日現在） 

 

 金額（百万円） 

子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式 

 

3,000 

その他有価証券 

証券投資信託 

 

2,000 

 

 

７．保有目的を変更した有価証券 

 

該当事項はありません。 

 

８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額 

（平成20年３月31日現在） 

 

 
１年以内 

（百万円） 

１年超５年以内 

（百万円） 

５年超10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

債券 31,891 174,211 5,035 112,126

国債 13,315 42,716 4,002 111,123

社債 18,575 131,495 1,032 1,003

その他 27,360 115,486 9,959 -

外国債券 27,360 115,486 9,959 -

合計 59,251 289,698 14,995 112,126

 

 

（金銭の信託関係） 

  

I 前事業年度 

 

該当事項はありません。 

 

Ⅱ 当事業年度 

 

該当事項はありません。 
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（その他有価証券評価差額金） 

 

Ⅰ 前事業年度 

 

○その他有価証券評価差額金（平成19年３月31日現在） 

貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりです。 

 

 金額（百万円） 

評価差額 △4,462 

 その他有価証券 △4,462 

 その他の金銭の信託 - 

 （+）繰延税金資産（又は（△）繰延税金負債） - 

その他有価証券評価差額金 △4,462 

（注）1.評価差額からは時価ヘッジに係る差額△1,199百万円、組込みデリバティブの区分処理に伴う振替額 

△10百万円を除いております。 

 

Ⅱ 当事業年度 

 

 ○その他有価証券評価差額金（平成20年３月31日現在） 

貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりです。 

 

 金額（百万円） 

評価差額 △9,055 

 その他有価証券 △9,055 

 その他の金銭の信託 － 

 （+）繰延税金資産（又は（△）繰延税金負債） － 

その他有価証券評価差額金 △9,055 

（注）1.評価差額からは時価ヘッジに係る差額６百万円、組込みデリバティブの区分処理に伴う振替額△７百万

円を除いております。 
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（デリバティブ取引関係） 

 

Ⅰ  前事業年度末 

 

１．取引の状況に関する事項 

 

(1）取引の内容 

当社が利用している主要なデリバティブ取引は次のとおりです。 

金利関連取引：金利先物取引、金利スワップ取引、金先オプション取引 

通貨関連取引：先物為替予約取引、通貨オプション取引、通貨スワップ取引 

債券関連取引：債券先物取引、債先オプション取引、債券オプション取引 

その他の取引：クレジットデリバティブ取引 

 

(2）取引に対する取組方針 

当社では、資産・負債の総合的コントロールを実現すべくデリバティブ取引を活用します。これらの取引は

資産・負債の各種特性に応じたヘッジ目的での利用を基本としておりますが、リスクの特定及び管理可能なデ

リバティブ取引については、あらかじめ定めた極度等の範囲内において、ヘッジ目的以外で取り組むことがで

きることとしております。 

 

(3）取引の利用目的 

当社のデリバティブ取引は、資産・負債の総合的コントロールを実現すべく、主にヘッジ目的でデリバティ

ブ取引を利用しております。取り組みにあたっては、取引内容、ヘッジ対象、取引枠等の目的を事前に設定し、

取引の許容範囲を明確にしております。 

金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ又は時価ヘッジを適用しておりま

す。固定金利の貸出金の相場変動を相殺するヘッジにおいては、「銀行業における金融商品会計基準適用に関

する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき、一定の残存

期間毎にグルーピングしてヘッジ対象を識別し、金利スワップ取引をヘッジ手段として指定し、包括ヘッジを

適用しております。また、その他有価証券に区分している固定金利の債券の相場変動を相殺するヘッジにおい

ては、個別にヘッジ対象を識別し、金利スワップ取引等をヘッジ手段として指定し、時価ヘッジを適用してお

ります。 

当社においては、ヘッジ目的でのデリバティブ利用以外に、あらかじめ定められた極度の範囲内において、

短期的な金利・為替見通しに基づくトレーディングを実行する担当部門を設置し、機動的な取引を行っており

ます。 

 

(4）取引に係るリスクの内容 

当社が取り組むデリバティブ取引は、現物資産と同様に市場リスク（金利・株価・為替等市場環境の変化に

よりデリバティブ取引の価値が減少し損失を被るリスク）、信用リスク（デリバティブ取引の相手先やクレ

ジットデフォルトスワップにおける対象企業が倒産等により契約不履行に陥り損失を被るリスク）、市場流動

性リスク（市場の流動性の低下により適正な価格・数量での取引が困難になるリスク）が存在します。 

 

(5）取引に係るリスク管理体制 

当社では、リスク管理に関する基本方針を決定し、その基本方針に則って管理体制を整備し、リスク管理を

行っております。 

当社では取締役会に対して定期的にデリバティブ取引に係る情報を含むリスクの状況及び極度等の遵守状況

などのリスク管理報告がなされており、リスク管理・運営に関する重要事項を協議・決定しております。また、

当社では、経営会議の下、ＡＬＭ委員会を設置しており、適正なリスク管理の実現に努めております。加えて、

取引実行部門と事務・管理部門の分離により、取引の締結・執行及びリスク量・損益の算出において厳正な

チェック機能が働く態勢としております。 
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２．取引の時価等に関する事項 

 

(1）金利関連取引(平成19年３月31日現在) 

 

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等のうち

１年超 

（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

 金利先物  

取引所 売建 30,272 - 14 14

 買建 84,972 - △4 △4

 金利スワップ  

店頭 
受取固定・支払

変動 
12,098 12,098 △59 △59

 
受取変動・支払

固定 
95,083 85,383 △419 △419

合計 - - △469 △469

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告24号）等に基づき、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載

から除いております。 

２．時価の算定 

取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につ

きましては、割引現在価値により算定しております。 

 

(2）通貨関連取引(平成19年３月31日現在) 

 

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等のうち 

１年超 

（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

通貨スワップ 7,461 - △800 △800

為替予約  

売建 70,372 - 85 85

買建 114,993 - 3,074 3,074

通貨オプション  

売建 1,096 - △17 △6

店頭 

買建 6,475 - 14 △5

合計 - - 2,356 2,348

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。 

なお、ヘッジ会計が適用されている通貨スワップ取引等については、上記記載から除いております。 

２．時価の算定 

割引現在価値やオプション価格計算モデルにより算定しております。 
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(3）債券関連取引(平成19年３月31日現在) 

 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち 

１年超 

（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

 債券先物  

取引所 売建 5,418 - △0 △0

 買建 353 - △0 △0

合計 - - △0 △0

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。 

２．時価の算定 

東京証券取引所等における最終の価格によっております。 

 

 

(4）クレジットデリバティブ取引(平成19年３月31日現在) 

 

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等のうち 

１年超 

（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

クレジット・デフォ
ルト・オプション 

 

売建 2,177 2,177 △10 △10店頭 

買建 7,500 7,500 △20 △20

合計 － － △31 △31

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。      

２．時価の算定 

割引現在価値等により算定しています。 

   ３.「売建」は信用リスクの引受取引、「買建」は信用リスクの引渡取引であります。 
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Ⅱ 当事業年度末 

 

１．取引の状況に関する事項 

 

(1）取引の内容 

当社が利用している主要なデリバティブ取引は次のとおりです。 

金利関連取引：金利先物取引、金利スワップ取引、金先オプション取引 

通貨関連取引：先物為替予約取引、通貨オプション取引、通貨スワップ取引 

債券関連取引：債券先物取引、債先オプション取引、債券オプション取引 

その他の取引：クレジットデリバティブ取引 

 

(2）取引に対する取組方針 

当社では、資産・負債の総合的コントロールを実現すべくデリバティブ取引を活用します。これらの取引は

資産・負債の各種特性に応じたヘッジ目的での利用を基本としておりますが、リスクの特定及び管理可能なデ

リバティブ取引については、あらかじめ定めた極度等の範囲内において、ヘッジ目的以外で取り組むことがで

きることとしております。 

 

(3）取引の利用目的 

当社のデリバティブ取引は、資産・負債の総合的コントロールを実現すべく、主にヘッジ目的でデリバティ

ブ取引を利用しております。取り組みにあたっては、取引内容、ヘッジ対象、取引枠等の目的を事前に設定し、

取引の許容範囲を明確にしております。 

金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ又は時価ヘッジを適用しておりま

す。固定金利の貸出金の相場変動を相殺するヘッジにおいては、「銀行業における金融商品会計基準適用に関

する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき、一定の残存

期間毎にグルーピングしてヘッジ対象を識別し、金利スワップ取引をヘッジ手段として指定し、包括ヘッジを

適用しております。また、その他有価証券に区分している固定金利の債券の相場変動を相殺するヘッジにおい

ては、個別にヘッジ対象を識別し、金利スワップ取引等をヘッジ手段として指定し、時価ヘッジを適用してお

ります。 

当社においては、ヘッジ目的でのデリバティブ利用以外に、あらかじめ定められた極度の範囲内において、

短期的な金利・為替見通しに基づくトレーディング取引を行っております。 

 

(4）取引に係るリスクの内容 

当社が取り組むデリバティブ取引は、現物資産と同様に市場リスク（金利・株価・為替等市場環境の変化に

よりデリバティブ取引の価値が減少し損失を被るリスク）、信用リスク（デリバティブ取引の相手先やクレ

ジットデフォルトスワップにおける対象企業が倒産等により契約不履行に陥り損失を被るリスク）、市場流動

性リスク（市場の流動性の低下により適正な価格・数量での取引が困難になるリスク）が存在します。 

 

(5）取引に係るリスク管理体制 

当社では、リスク管理に関する基本方針を決定し、その基本方針に則って管理体制を整備し、リスク管理を

行っております。 

当社では取締役会に対して定期的にデリバティブ取引に係る情報を含むリスクの状況及び極度等の遵守状況

などのリスク管理報告がなされており、リスク管理・運営に関する重要事項を協議・決定しております。また、

当社では、経営会議の下、ＡＬＭ委員会を設置しており、適正なリスク管理の実現に努めております。加えて、

取引実行部門と事務・管理部門の分離により、取引の締結・執行及びリスク量・損益の算出において厳正な

チェック機能が働く態勢としております。 
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２．取引の時価等に関する事項 

 

(１)金利関連取引（平成20年３月31日現在） 

 

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等のうち

１年超 

（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

 金利先物  

取引所 売建 380,000 - △103 △103

 買建 - - - -

 金利スワップ  

店頭 
受取固定・支払

変動 
- - - -

 
受取変動・支払

固定 
74,941 63,916 △1,536 △1,536

合計 - - △1,640 △1,640

（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会業種別監査委員会報告第24号）等に基づき、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上

記記載から除いております。  

２．時価の算定 

取引所取引につきましては、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につき

ましては、割引現在価値により算定しております。 

 

(２)通貨関連取引（平成20年３月31日現在） 

 

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等のうち

１年超 

（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

通貨スワップ 4,146 238 △562 △562

為替予約  

売建 6,980 - 68 68

買建 119,975 - △2,997 △2,997

通貨オプション  

売建 968 - △10 10

店頭 

買建 - - - -

合計 - - △3,500 △3,480

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。 

     なお、ヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等については、上記記載から除いております。 

２．時価の算定方法 

割引現在価値やオプション価格計算モデルにより算定しております。 
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(３)債券関連取引(平成20年３月31日現在) 

 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち

１年超 

（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

 債券先物  

取引所 売建 4,000 - △78 △78

 買建 - - - -

 債券店頭オプション  

店頭 売建 16,000 - △9 17

 買建 - - - -

合計 - - △87 △60

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。      

２．時価の算定 

取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につ

きましては、オプション価格計算モデル等により算定しております。 

 

 

(４)クレジットデリバティブ取引(平成20年３月31日現在) 

 

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等のうち

１年超 

（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

クレジット・デフォ
ルト・オプション 

 

売建 2,997 997 △7 △7 
店頭 

買建 16,789 16,789 630 630

合計 － － 622 622

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。      

２．時価の算定 

割引現在価値等により、算定しております。 

   ３.「売建」は信用リスクの引受取引、「買建」は信用リスクの引渡取引であります。 
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（退職給付関係） 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

 

    当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

 

前事業年度 

（平成19年３月31日） 

当事業年度 

（平成20年３月31日） 区分 

金額（百万円） 金額（百万円） 

退職給付債務 △116 △157 

退職給付引当金 △116 △157 

（注）退職給付債務は簡便法により、自己都合退職による期末要支給額の100％を計上しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項 

 

前事業年度 

（平成19年３月31日） 

当事業年度 

（平成20年３月31日） 区分 

金額（百万円） 金額（百万円） 

勤務費用 39 55 

退職給付費用 39 55  
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（税効果会計関係） 

 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

（単位：百万円） （単位：百万円）
 
繰延税金資産  

税務上の繰越欠損金 3,258

退職給付引当金 47

貸倒引当金 50

未払事業税 19

その他有価証券評価差額金 1,816

繰延ヘッジ損益 231

賞与引当金 76

その他 146

繰延税金資産小計 5,646

評価性引当額 △4,939

繰延税金資産合計 706

繰延税金負債 

繰延ヘッジ損益 △72

繰延税金負債合計 △72

繰延税金資産の純額 634
  

 
繰延税金資産  

税務上の繰越欠損金 2,012

退職給付引当金 64

貸倒引当金 74

未払事業税 24

その他有価証券評価差額金 3,685

繰延ヘッジ損益 636

賞与引当金 150

その他 151

繰延税金資産小計     6,799

評価性引当額    △4,342

繰延税金資産合計 2,456

繰延税金負債 

繰延ヘッジ損益      23

繰延税金負債合計      23

繰延税金資産の純額    2,433
  

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下 

の項目に含まれております。 
  

資産の部－繰延税金資産 634百万円

 
  

  
資産の部－繰延税金資産 2,433百万円

 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負 

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

（単位：％） （単位：％）
  
法定実効税率 40.7

（調整） 

評価性引当金の増減 △17.1

その他 0.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.4
  

  
法定実効税率   40.7

（調整） 

評価性引当金の増減  △104.5

その他    0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率   △63.6
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（関連当事者情報） 

 

前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

（追加情報） 

当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）

及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17

日）を早期適用しております。なお、これによる開示対象範囲に与える影響はありません。 

 

１．関連当事者との取引 

（ア）当社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

記載すべき重要なものはありません。 

（イ）当社の子会社及び関連会社等 

記載すべき重要なものはありません。 

（ウ）当社と同一の親会社をもつ会社等及び当社のその他の関係会社の子会社等 

記載すべき重要なものはありません。 

（エ）当社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

該当事項はありません。 

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（1）親会社情報 

ソニー株式会社（東京証券取引所及び大阪証券取引所に上場） 

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社（東京証券取引所に上場） 

（2）重要な関連会社の要約財務情報 

該当事項はありません。 

 

 

（１株当たり情報） 

 
前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 73,756.03 71,424.33 

１株当たり当期純利益 円  2,046.92  8,984.11 

 

（注）１.１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 
前事業年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当期純利益 百万円 1,023 4,492 

普通株主に帰属しない金額 百万円 － - 

普通株式に係る当期純利益 百万円 1,023 4,492 

普通株式の期中平均株式数 千株 500 500 

 
２.なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。 
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（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

  
子会社の設立 
 
 当社は平成19年６月14日開催の取締役会において、
下記のとおり当社100％子会社を設立することを決議
し、平成19年６月19日に設立いたしました。 
 

１. 商号 ソニーバンク証券株式会社 

 （英文表記） Sony Bank Securities 
Incorporated 

２. 所在地 東京都港区赤坂二丁目17番22号

３. 資本金 15億円 

４. 決算期 ３月末 

５. 事業内容 有価証券等の売買、有価証券
等の取引の媒介、取次ぎまた
は代理。 

６. 設立目的 当社のお客様に対して、証券
仲介業務を通じた資産運用
サービスを提供し、多様化す
るお客様のニーズにお応えす
る。 

 

 
株主割当増資 
 
当社は平成20年３月24日の取締役会において株主割当

増資を決議し、平成20年４月23日に払込が完了しており
ます。その内容は次のとおりであります。 
 
１. 発行する株式の

種類及び数 
普通株式 60,000株 

２. 発行価額  １株につき100,000円 

３. 増加する資本金
の額  

払込金額の総額の２分の１に
当たる3,000百万円を資本金
とし、残額を資本準備金とし
ております。 

４. 資金の使途 自己資本の拡充を目的として
おります。 
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⑤ 附属明細表 
 

当事業年度（自 平成19年４月１日  至 平成20年３月31日）  

 

（有形固定資産等明細表） 

 

資産の種類 
前期末残高 

（百万円） 

当期増加額

（百万円）

当期減少額

（百万円）

当期末残高

（百万円）

当期末減価

償却累計額

又は償却累

計額 

（百万円）

当期償却額 

（百万円） 

差引当期末

残高 

（百万円）

有形固定資産   

建物 97 2 - 100 43 8 56

その他の有形固
定資産 

1,573 224 176 1,621 1,173 160 447

有形固定資産計 1,671 226 176 1,721 1,217 169 504

無形固定資産   

ソフトウェア 8,040 772 46 8,766 7,262 468 1,503

その他の無形固
定資産 

2 0 - 2 - - 2

無形固定資産計 8,042 773 46 8,769 7,262 468 1,506

 

(引当金明細表)   

 

区分 
前期末残高 

（百万円） 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 

（目的使用）

（百万円） 

当期減少額 

（その他） 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

貸倒引当金      

一般貸倒引当金 152 161 - 152 161 

個別貸倒引当金 9 91 - 9 91 

賞与引当金 187 369 185 2 369 

役員退職慰労引当金 41 9 - - 50 

     計 391 631 185 164 673 

 （注） 当期減少額（その他）欄に記載の減少額はそれぞれ次の理由によるものであります。 

一般貸倒引当金 ・・・・・・・・ 洗替による取崩額 

個別貸倒引当金 ・・・・・・・・ 洗替による取崩額 
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(2)  主な資産及び負債の内容 

 

当事業年度（平成20年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりです。 

 

①資産の部 

預け金 日本銀行への預け金 2,197百万円、他の銀行への預け金 5,149百万円その他であります。

その他の証券 外国証券152,806百万円その他であります。 

前払費用 営業経費14百万円その他であります。 

未収収益 有価証券利息1,482百万円、貸出金利息425百万円その他であります。 

その他の資産 長期前払費用 333百万円、保証金権利金365百万円その他であります。 

 

②負債の部 

その他の預金 外貨預金251,711百万円その他であります。 

未払費用 預金利息4,206百万円その他であります。 

前受収益 手数料１百万円であります。 

その他の負債 未払金7,422百万円、預金利子税等預り金183百万円であります。 
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第６【提出会社の株式事務の概要】 
 

事業年度  ４月１日から翌年３月31日まで 

定時株主総会  ６月中 

基準日  ３月31日 

株券の種類  １株券、10株券、100株券、1,000株券 

剰余金の配当の基準日 
 ９月30日 
 ３月31日 

１単元の株式数 ――― 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所  

株主名簿管理人 該当なし 

取次所  

買取手数料  

公告掲載方法 

当社の公告方法は、電子公告とする。 
但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告をすることが出来
ない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。なお、電子公告は当社の
ホームページに掲載しており、そのアドレスは、次のとおりです。 
http://www.sonyfh.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 
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第７【提出会社の参考情報】 
 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

 平成19年９月４日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成19年９月18日及び平成19年10月１日関東財務局長に提出。 

 平成19年９月４日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(3）臨時報告書 

 平成19年９月４日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び同条第２項第１号に基づく臨時報告書であります。 

(4）臨時報告書の訂正報告書 

 平成19年10月１日関東財務局長に提出。 

 平成19年９月４日提出の臨時報告書の訂正報告書であります。 

(5）半期報告書 

 （第４期中）（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）平成19年12月21日関東財務局長に提出。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 

 該当事項はありません。 
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 独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書  

 

 

 平成19年８月28日

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社  

 取締役会 御中  

 

 あらた監査法人  

 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 白畑 尚志  印 

 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 丸山 琢永  印 

 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているソ

ニーフィナンシャルホールディングス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提

出会社）が別途保管しております。 
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 独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書  

 

 

 平成20年６月26日

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社  

 取締役会 御中  

 

 あらた監査法人  

 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 大塚 啓一 

 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 丸山 琢永 

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているソニーフィナンシャルホールディングス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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 独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書  

 

 

 平成19年８月28日

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社  

 取締役会 御中  

 

 あらた監査法人  

 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 白畑 尚志  印 

 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 丸山 琢永  印 

 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているソ

ニーフィナンシャルホールディングス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第３期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ソ

ニーフィナンシャルホールディングス株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提

出会社）が別途保管しております。 

 

 



 

 

 

(1) ／ 2008/06/25 13:32 (2008/06/25 13:31) ／ 942014_wk_08448058_9110000_当単監_os2ソニーフィナンシャルHD_有報.doc 

 独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書  

 

 

 平成20年６月26日

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社  

 取締役会 御中  

 

 あらた監査法人  

 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 大塚 啓一 

 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 丸山 琢永 

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているソニーフィナンシャルホールディングス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第４期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ソ

ニーフィナンシャルホールディングス株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

追記情報 

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年４月17日の取締役会において、連結子会社ソニー銀行

株式会社の株主割当増資の引受を決議し、平成20年４月23日に払込を完了した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年５月16日の取締役会において、連結子会社ソニー生命

保険株式会社の株主割当増資の引受を決議し、平成20年５月19日に払込を完了した。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

 

 






